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要旨：近年，鉄筋コンクリート造建物において，機械式継手（カプラー）が数多く使用されており，カプラ

ー上にせん断補強筋を配さない工法（本工法）を開発すれば設計，施工上の利点が多い。本論では，試験体

の変動因子をせん断補強筋比 0.3%，0.6%，1.2%とし，著者らの先行研究により提案した継手詳細を考慮した

せん断強度算定式を準用し，既往のせん断強度算定式の適用性を明らかにする。せん断性能への影響を実験

的に評価するとともに，とくにせん断強度の実験値と計算値を比較する。全試験体のせん断強度は既往の算

定式により安全側に評価できることが確認された。 
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1. はじめに 

 近年，中高層の鉄筋コンクリート（以下，RC）建物に

おいて，柱主筋の高強度太径化，配筋の高密度化に伴っ

て主筋の継手工法に機械式継手（以下，カプラー1））を

採用する事例が一般的になっている。カプラーを有する

RC 部材では下記のような問題が生じるため，図－1 の

ようにカプラー上にせん断補強筋を配さない工法（以下，

本工法）の開発が複数の組織で進められている 2)~5)。 

・施工上の問題：カプラー上にせん断補強筋を配する場

合，補強筋の外形を主筋部分より拡大する必要がある。 

・設計上の問題：カプラー上にせん断補強筋を配する場

合，最小かぶり厚さの規定を考慮すると，カプラーの存

在により主筋をより内側に配筋する必要がある。従って，

曲げ設計の合理性を欠き，主筋上のかぶり厚さも過大に

なる。 

 これまで筆者らは，本工法を RC 梁に適用した場合に

ついて，一連の検証実験を行い 6)~7)，各種せん断強度に

関する既往の設計式にカプラー周りの構造詳細を考慮す

る方法を提案した 7)。 

そこで本論では，引き続き本工法の柱への適用性を

検証するため，カプラーの有無とせん断補強筋比をパラ

メータとする静的載荷実験を行った結果について報告す

る。また，本工法がせん断性能に与える影響を実験的に

評価するとともに，カプラー周りの構造詳細を考慮した

各種設計式の適用性も検証する。 

 

2. 各種設計式 

2.1 RC 規準 8)に基づく短期許容せん断力算定式 

継手にカプラーを使用し，本工法を適用した RC 柱部 

せん断補強筋をカプラー端部
に配筋する：本工法

カプラー上のせん断
補強筋外形が異なる

カプラー上にせん断補強筋を
配筋するため主筋を内側に配
筋する必要がある  

図－1 従来工法と本工法のせん断補強筋の配筋方法 
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図－2 式(3)の wjp の評価区間 

 

材の短期許容せん断力は，筆者らの先行研究 6)における

RC 梁の評価方法を準用し，一般部（継手がない RC 部

分）では式(1)の ASQ 8)，カプラー部では式(2)の ASjQ とす

る。なお，式（2）中の wjp は式(3)により定義する。（図

－2 参照） 
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ここで， ASQ ：一般部の短期許容せん断力， ASjQ ：カ

プラー部の短期許容せん断力であり，式(1)，(2)中のそ

の他の記号は文献 8)を参照されたい。また，式(3)中の記

号は， wjp ：カプラー部のせん断補強筋比，∑aw：カプ

ラー端部（片側）に配筋されたせん断補強筋の断面積，

jl ：カプラー両端に配筋されたせん断補強筋の間隔，

js ：カプラー端部に配筋されたせん断補強筋とそれに

隣接する一般部のせん断補強筋の間隔である。 

2.2 技術基準解説書 9)に基づくせん断強度算定式 

継手にカプラーを使用し，本工法を適用した RC 柱部

材のせん断強度は，一般部では式(4)の suQ 9)，カプラー

部では式(5)の sujQ とする。 
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 ここで， suQ ：一般部のせん断強度， sujQ ：カプラ

ー部のせん断強度であり，式中の記号は文献 9)を参照さ

れたい。 

2.3 靱性指針せん断強度式 10)に基づくせん断強度の評価 

 本工法を適用した試験体の靱性指針によるせん断強度

は文献 7)に従って算出した。この方法では，図－3 に示

すように，カプラーを含む φje cot の区間をカプラー区

間としてせん断強度を算出した。本工法の構造詳細は以

下の通り考慮した。 

(1) せん断補強筋のカプラー端部配筋を考慮する方法 

 本工法では，カプラー上にせん断補強筋を配さないた

め，式(6)に示すようにトラス機構の有効係数  のせん

断補強筋間隔 s をカプラー端部に配筋したせん断補強筋

の間隔 s’に置き換えて算出した。 

(2) カプラー小口の支圧強度を付着強度とみなす方法 

 本工法の付着抵抗機構は，図－3 に示すようにカプラ

ー小口の支圧強度 bF ，カプラー表面の付着強度，異形 

鉄筋表面の付着強度の 3つの機構であると仮定し，式(7)

に示すようにそれらの合計値がカプラーを含む区間の付

着強度 XjT とみなした。ただし，カプラー表面の付着強

度は，一般に異形鉄筋表面の付着強度より小さいため， 

考慮せず安全側の評価とした。 
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ここで， jλ ：せん断補強筋のカプラー端部配筋を考

慮したトラス機構の有効係数，s’(= jl )：カプラー両端

に配筋されたせん断補強筋の間隔， ej ：トラス機構に

関与する断面の有効せい， sb ：せん断補強筋の断面方

向の最大間隔である。 
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図－3 カプラー区間の構造詳細 
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ここで， XjT ：カプラー小口の支圧強度を考慮した部

材単位長さあたりに負担できる付着強度， 1buτ , 2buτ ：

柱の 1，2 段目主筋の付着強度，∑ 1ψ , 2ψ ：1，2 段目主

筋の周長の合計， φ ：トラス機構の圧縮束の角度，

'Xl ：カプラーを除いた異形鉄筋の付着長さ，l：カプラ

ー長さ， bF ：カプラー小口の支圧強度である。 

 

3. 実験計画 

3.1 試験体計画 

研究で想定する建物は，地上 7階，高さ約 28mの鉄筋

コンクリート造の事務所ビル 8)とした。研究対象は 1 階

柱であり，柱高さ 3050mm，柱断面 850×850mm，主筋

SD390 ， せ ん 断 補 強 筋 SD295A ， Fc=30N/mm2 ，

M/(QD)=2.0，せん断余裕度=1.25，曲げ破壊型である。 

 図－4 に試験体配筋図，断面図，表－1 に試験体構造

詳細，表－2 に材料試験結果を示す。せん断強度を評価

するため，主筋は高強度鉄筋 USD785 を使用し，予測破

壊モードをせん断破壊型とした。試験体のせん断スパン

比は 1.5 で，パラメータはカプラーの有無及びせん断補

強筋比とし，試験体名はせん断補強筋比 0.3%，0.6%，

1.2%で通常配筋したものをそれぞれN-1.5-0.3，N-1.5-0.6，

N-1.5-1.2，本工法を適用したものをそれぞれ M-1.5-0.3，

M-1.5-0.6，M-1.5-1.2 と称する。継手施工方法は主筋を

カプラー中央で突き合わせ，両端からロックナットでト

ルクを入れて締め，固定した後エポキシ樹脂のグラウト

材を注入して結合した。カプラー形状，ねじ節鉄筋形状，

カプラー部拡大図を図－4 にあわせて示す。 

3.2 載荷計画 

 図－5 に載荷装置と載荷計画を示す。載荷方法は水平

方向への静的な正負交番繰り返し載荷とした。軸力比は

0.2（1301kN）で一定とし，水平載荷は原則として，短期

許容せん断力（2.1 節），R=0.125%まで正負各 1 回，

R=0.25%，0.375%，0.5%，0.75%，1.0%，1.5%，2.0%，

3.0%まで正負各 2 回ずつ繰り返した。ただし，最終サイ
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クルまでに耐力が最大耐力の 80%に低下した時点で載荷

を終了した。荷重は水平ジャッキに取り付けられたロー

ドセルから計測し，上スタブ下面における水平変位によ

り制御した。また，ひずみゲージによりせん断補強筋の

ひずみを計測した。載荷サイクルピークおよび除荷時に，

柱に生じたひび割れ幅をクラックスケールを用いて目視

により観測した。 

 

4. 荷重変形角関係と破壊経過 

 ここでは，荷重変形角関係と破壊経過を整理する。各

試験体の荷重変形角関係を図－6，最大耐力時のひび割

れ状況とせん断補強筋ひずみ分布を図－7 に示す。 

4.1 せん断補強筋比 0.3% 

R=0.125%載荷中に両試験体で部材端部に初期曲げひ

び割れ，R=0.25%に曲げせん断ひび割れ，R=0.375%で

せん断ひび割れが発生した。これ以降両試験体に違いが

見られ，R=0.5%で N-1.5-0.3 は最大耐力を記録し，

M-1.5-0.3 はせん断補強筋の初降伏を確認した。続く

R=0.75%載荷中にN-1.5-0.3は柱中央に部材を横切るせん

断ひび割れが発生し耐力が低下した。この時，せん断補

強筋の降伏を確認した。M-1.5-0.3 では同変形角で耐力

低下せず，最大耐力を更新した。その後両試験体はせん

断破壊が進行したが，M-1.5-0.3 のほうが緩やかな耐力低

下となった。最大耐力時の状況を比較すると，N-1.5-0.3

は柱部材を横切る大きなせん断ひび割れが確認でき，

M-1.5-0.3 は柱中央部よりやや下にせん断ひび割れと部

材中央部にカプラー部に沿った細かなひび割れが確認さ

れた。（図－7 参照） 

4.2 せん断補強筋比 0.6% 

両試験体とも R=0.125% で初期曲げひび割れ，

R=0.375%で曲げせん断ひび割れ，R=0.5%でせん断ひび

割れが発生した。R=0.75%載荷中に，両試験体とも補強 

筋の初降伏を確認した。これ以降違いが見られ，

R=1.5%の 1 サイクル目で N-1.5-0.6 は正側最大耐力を記

録したが，同変形角の 2 サイクル目で柱端部の圧縮破壊

と柱頭から柱脚を結ぶせん断ひび割れの拡幅により，耐

力が大幅に低下した。一方，M-1.5-0.6 は R=1.0%の変形

角で最大耐力を記録し，R=1.5%のサイクルでは柱頭柱脚

それぞれのせん断ひび割れの拡幅，および柱両端部の圧

縮破壊により耐力の低下が見られた。最大耐力時の状況

を比較すると，両試験体でせん断ひび割れと柱両端部の
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図－4 試験体配筋図，断面図  

表－2 材料試験結果 

試験体名

コンクリート せん断補強筋 

圧縮

強度
[N/mm2]

割裂引張

強度 
[N/mm2]

弾性 
係数 

[N/mm2] 

降伏 
応力度 

[N/mm2] 

引張

強度
[N/mm2]

弾性 
係数 

[N/mm2]
N-1.5-0.3 34.1 3.4 2.69×104 

342 513 1.91×105

M-1.5-0.3 36.0 3.4 2.71×104 

N-1.5-0.6 30.3 3.0 2.37×104 
373 491 1.71×105

M-1.5-0.6 31.7 2.7 2.43×104 

N-1.5-1.2 30.3 3.1 2.49×104 
373 491 1.71×105

M-1.5-1.2 32.9 3.0 2.48×104 

表－1 試験体構造詳細 
試験体名 N-1.5-0.3 M-1.5-0.3 N-1.5-0.6 M-1.5-0.6 N-1.5-1.2 M-1.5-1.2

断面(mm) 
柱長さ(mm)L 

M/Qd 

425×425 
1275 
1.5 

カプラー継手 × ○ × ○ × ○ 

軸力比 0.20 

Fc(N/mm2) 36 

主筋 USD785  22-D16  pt=1.14% 

せん断補強筋 
SD295A 

D6－  －@100 
SD295A 

D10－  －@100 
SD295A 

D10－  －@50

pw(pwj) 0.30 (0.25) 0.67 (0.56) 1.34 (1.25)
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図－5 載荷装置と載荷計画 
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圧縮破壊が顕著に見られ，耐力低下につながった。（図

－7 参照） 

4.3 せん断補強筋比 1.2% 

R=0.5%までは両試験体で補強筋比 0.6%と同様のひび

割れが発生し，R=0.75%で M-1.5-1.2 は柱脚に付着割裂

ひび割れが発生し，R=1.0%で M-1.5-1.2 は柱両端部で圧

縮破壊し，続く R=1.5%で最大耐力を記録した。R=2.0%

で N-1.5-1.2 も柱両端部で圧縮破壊し，最大耐力を記録し

た。最大耐力時の状況を比較すると，N-1.5-1.2 は部材

中央にせん断ひび割れと柱両端部の圧縮破壊が顕著であ

る。M-1.5-1.2 では，集約した補強筋の降伏が見られ，

せん断ひび割れが拡幅し，耐力が低下した。また，柱頭，

柱脚に主筋に沿った付着割裂ひび割れが顕著であった。

（図－7 参照） 

 

5. カプラーに関わる変動因子の影響 

せん断補強筋比 0.3%について，本工法の適用に関わ

らず両試験体ともせん断補強筋が降伏し，せん断ひび割

れの発生により耐力が低下した。よって両試験体の破壊

メカニズムとして，せん断ひび割れが卓越したことから，

表－3 の靱性指針式により推定される破壊機構 Vu1（想定

機構：せん断補強筋の降伏）と整合した結果となった。 

 せん断補強筋比 0.6%について，最大耐力時で大きな

ひび割れは発生しなかったが，図－7 より，両試験体で

およそ同じ位置のせん断補強筋が降伏した。また，最大

耐力時に柱端部の圧縮破壊が見られる。よって，両試験

体の破壊メカニズムとして，せん断補強筋の降伏と端部

の圧縮破壊が顕著であることから表－3 の靱性指針式に

より推定される破壊機構 Vu2（想定機構：せん断補強筋

の降伏とコンクリートの圧縮破壊）であり，実験結果と

整合した結果となった。 

せん断補強筋比 1.2%についても補強筋比 0.6%と同様，

最大耐力時では卓越したせん断ひび割れは確認できなか

ったが，せん断補強筋は降伏していた。また，

M-1.5-1.2 では N-1.5-1.2 より柱端部の圧縮破壊と主筋に

沿った付着割裂ひび割れの損傷が大きかった。よって，
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図－6 全試験体の荷重変形角関係 

表－3 各種設計式の計算結果一覧 

試験体名 
短期許容せん断力 

QAS(QASj) 
曲げ強度 

Qmu 
せん断終局強度

Qsu(Qsuj) 

せん断余裕度 靱性指針によるせん断強度 Vu 
Qsu/Qmu 

(Qsuj/Qmu) 
Vu1 Vu2 Vu3 Vbu 

kN kN kN － kN kN kN kN 
N-1.5-0.3 195 964 501 0.51 457 614 932 646 
M-1.5-0.3 185 987 491 0.51 450 611 837 536 
N-1.5-0.6 270 939 538 0.57 779 716 879 835 
M-1.5-0.6 248 944 529 0.58 779 651 781 757 
N-1.5-1.2 379 913 628 0.67 1559 897 955 1291 
M-1.5-1.2 340 948 618 0.66 1559 794 802 960 

*1 計算値には表－2 を用いた。*2 終局限界状態でのヒンジ領域の回転角 Rpは 0 とした。 
*3 Vu1：せん断補強筋が降伏する場合 Vu2：せん断補強筋の降伏とコンクリート(トラス機構)の圧縮破壊が同時に生じる場合 Vu3：

コンクリート(トラス機構)が圧縮破壊する場合 Vbu：主筋やカプラーに沿って付着割裂破壊する場合である。灰色は最小値を示す。
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表－4 実験値と計算値の比較 

試験体名 N-1.5-0.3 M-1.5-0.3 N-1.5-0.6 M-1.5-0.6 N-1.5-1.2 M-1.5-1.2

実験値 
+Qmax kN 677.3 734.3 845.3 800.3 1083.0 1030.5 
-Qmax kN -620.3 -633.8 -789.8 -761.3 -1050.8 -1005.0 

荒川 mean 式に基づく 
せん断終局強度 

Qsu(Qsuj) kN 501 501(491) 538 538(529) 617 617(585)

靱性指針式に基づく 
せん断終局強度 

Vu(Vuj) kN 457 457(450) 716 716(651) 897 897(794)

実験値/荒川 mean 式に 
基づくせん断終局強度 

+Qmax/Qsu(Qsuj) 1.35 1.47(1.50) 1.55 1.49(1.51) 1.75 1.67(1.76)
-Qmax/Qsu(Qsuj) 1.24 1.26(1.29) 1.45 1.42(1.44) 1.70 1.62(1.72)

実験値/靱性指針式に 
基づくせん断終局強度 

+Qmax/Vu(Vuj) 1.48 1.61(1.63) 1.18 1.12(1.23) 1.21 1.10(1.30)
-Qmax/Vu(Vuj) 1.36 1.39(1.41) 1.10 1.06(1.17) 1.17 1.12(1.27)

両試験体の破壊メカニズムは，表－3 の靱性指針式の計

算値の破壊機構 Vu2と整合することが確認できた。 

 通常配筋した試験体の破壊傾向としては，補強筋比の

増大に従い，柱頭から柱脚に至る一つのせん断ひび割れ

の拡幅から，全域でのせん断ひび割れと柱端部の圧縮破

壊の発生へと移行した。一方，本工法を適用した試験

体では，柱頭から柱脚にかけて部材を横切るせん断ひ

び割れは確認できず，部材端部に発生したせん断ひび

割れが最終的に拡幅する傾向や，カプラー上の付着ひ

び割れの損傷が相対的に大きい傾向が見られた。 

 

6. 各種設計式の適用性の検証 

6.1 短期許容せん断力時の残留ひび割れ幅の検証 

 ここでは短期許容せん断力を記録した載荷サイクル

における各試験体の最大残留ひび割れ幅を確認する。

図－8に最大残留ひび割れ幅の推移を示し，RC規準 8)

に基づく残留ひび割れ幅の制限値と比較する。短期許

容せん断力を記録した変形角における各試験体の最大

残留ひび割れ幅は，制限値 0.3mm に試験体の縮尺 1/2

を乗じた値（0.15mm）未満であった。なお，RC 規準
8)に基づく残留ひび割れ幅の制限値はせん断ひび割れ

に対するものであるが，短期許容せん断力を記録した

変形角ではせん断ひび割れは発生せず，柱端部の曲げ

ひび割れのみであったため，最大残留ひび割れ幅の実

験値は曲げひび割れの値である。また，文献 11)に基づ

く使用限界状態におけるひび割れ幅の制限値 0.2mm

（試験体では 0.1mm）以下であることも確認した。 

6.2 せん断強度式の適用性の検証 

 表－4 と図－9 にせん断強度に関する実験値と計算値

（表－3）の比較を示す。なお，図－9 では安全側の評価

のため実験値は正負最大耐力の最小値（すべて負側）を

用いた。 
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図－7 最大耐力時のひび割れ状況と補強筋の歪分布 
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荒川 mean 式では，すべての試験体で 20%以上安全側

に評価することができた。また，せん断補強筋比が高い

ほど安全率が相対的に上昇する傾向が見られた。せん断

補強筋比 0.6%，1.2%の試験体では本工法を適用した試

験体のほうが通常配筋した試験体よりも耐力が低下した

が，十分に安全側に評価することが可能である。また，

式(3)のカプラー部のせん断補強筋比 wjp を用いて Qsuj を

評価することによって，通常配筋した試験体の安全率を

下回ることなく，せん断強度を評価することができた。 

靱性指針式でも同様に，すべての試験体で安全側に

評価できた。せん断補強筋比が 0.6%，1.2%の場合は

10%以上の安全率で評価したが，0.3%の場合は 30%以上

の安全率で評価した。また，カプラー端部配筋を考慮し

たトラス機構の有効係数 jλ （式(6)）を用いることで通常

配筋した試験体の安全率を下回ることなくせん断強度を

評価した。 

 

7. 結論 

本論文ではカプラー上にせん断補強筋を配さない工

法の柱への適用性を検討するため，せん断補強筋比とカ

プラーの有無を変動因子として構造実験を実施した。せ

ん断強度に関する実験結果を既往のせん断強度算定式と

比較し，設計式の適用性を検証した。本研究より得られ

た知見を以下にまとめる。 

1） 本工法を適用した試験体は一般の柱試験体に比べ，

カプラー上の付着ひび割れの損傷が相対的に大き

い傾向にあった。また，全ての試験体は，補強筋比

が大きくなるにつれてせん断ひび割れが分散し，柱

端部の圧縮破壊と主筋やカプラー上の損傷がより

顕著に見られた。本工法を適用した試験体の最大耐

力は一般の試験体よりも低下する傾向にあった。 

2） 本工法を適用した試験体について，RC 規準に基づ

く短期許容せん断力時の残留ひび割れ幅は，ひび割

れ幅制限値以下であった。また，耐震性能評価指針

に対しても同様，ひび割れ幅制限値以下であった。 

3） 本工法を適用した試験体のせん断強度について，

荒川 mean 式では 20%以上安全側に評価し，靱性指

針式でも安全側に評価した。荒川 mean 式では，補

強筋比の増大により安全率がやや過剰になった。ま

た，各種設計式において，本工法の構造詳細を考慮

した低減率を用いることで荒川 mean 式，靱性指針

式ともに通常配筋した試験体と同等以上の安全率

を確保できた。 
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